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事務事業名 子ども相談所運営事業 事業番号 014-106

担当部署名 子ども青少年 子ども相談所 育成相談

令和３年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和2年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

4

事業の概要

虐待通告から子どもの安全確認までを24時間以内に行う「24時間ルール」を採用し、迅速な対応に努めている。

Ⅰ．基本情報

有 取組 児童虐待の防止に向けた取組の強化

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ③重大な児童虐待ゼロをめざした取組

ゴール⒃平和と公正をすべての人に ターゲット

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

有

―

16.2

―

施策3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

実施根拠
児童福祉法

（根拠法令、条例等）

指標名 ―

2 関連計画

事業開始年度 平成 18

無 現状値 ― 目標値 ―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

堺市

点検年度 令和 7 年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

子育て等に支援の必要な子ども及び保護者

児童人口　127,549人（令和3年4月1日現在）

公民連携・協働事業

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

個々の子どもや家庭に対して最も効果的な援助を行い、子どもの福祉を図るとともに、その権利を擁護する。

5

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

・児童の福祉に関する様々な問題について、家庭その他からの相談に応ずる。

・児童及びその家庭につき、必要な調査や医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定を行う。

・児童及びその保護者につき、上記の調査又は判定に基づいて必要な指導を行なう。

・児童の一時保護及び児童福祉施設等への入所措置を行う。

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って

実施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
実績 目標 目標

要保護児童とその家庭等への支援の

充実
件

目標値 - - - -

当該目標を設定した理由
堺市基本計画2025の重点戦略3の施策（5）「厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実」に寄与す

るものであるため。

令和元年度 令和2年度 令和3年度

子ども相談所における相談対応件数 件

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度 

点検年度

#VALUE!

目標に対する実績 子ども相談所の相談対応体制の強化及び子育て支援プログラム等の実施

実績値 5,597 5,104

達成率 #VALUE!

実績値 5,597 5,104

達成率 - -

当該指標を選定した理由
活動実数を表す指標として適当であるため。また、厚生労働省に報告している統計であり、他自治体との比

較が可能であるため。

目標値の設定根拠・算出方法 保護者等からの相談対応件数のため、目標値の設定になじまない。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 - - -



（ ）
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事務事業名 子ども相談所運営事業 事業番号 014-106

令和3年度　事務事業評価シート（２）

13

項　　　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

Ⅲ．投入量
事業コスト （単位：千円）

事業費  (a)

市債

決算 決算 予算 決算 予算

財

源

内

訳

国支出金 21,336 30,552 22,819

102,625 104,435 130,386 113,881 113,487

28,428 22,144

府支出金　

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 772,825 624,935 734,686 700,581 786,887

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 81,289 73,883 107,567 85,453 91,343

人件費  （ｂ） 670,200 520,500 604,300 586,700 673,400

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

6,118

R2 決算 13,351 13,351

R3 予算 6,416 6,416 R3 予算

R2 決算 4,777 4,777

報酬
R2 決算 52,112 32,499

使用料及び賃借料
R2 決算

事業費

1,481

R3 予算 54,631 43,106 R3 予算 6,118

需用費
R2 決算 4,227 3,072

備品購入費
R2 決算

旅費

R3 予算 4,778 4,028 R3 予算

R3 予算 5,212 5,212 R3 予算
役務費

R2 決算 4,069 4,069
報償費

決算

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等） 子ども相談所における相談対応一件当たりの経費

委託料
R2 決算 8,331 6,668

扶助費その他
R2 決算

① 子ども相談所における相談対応件数 件

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

　堺市基本計画2025の重点戦略３の施策（５）「厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実」に対する取組の方向性③「重大な児童虐待ゼ

ロをめざした取組」について、児童の安全を迅速に確保し、適切な支援を実施している。

　また、安全の確保だけではなく、要保護児童の心身の状況、家庭の環境、その他の状況について、児童福祉司、保健師、児童心理司等の専門職

によりアセスメントを行い、当該児童の処遇（家庭引取や施設入所等）を決定し、健全な育成を図っている。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

　令和2年度の子ども相談所における相談対応件数は、新型コロナウイルス感染症の影響で、前年度に比して減少しているが、児童虐待相談は、

2,300件を超えており、依然として高い水準で推移している。

　児童虐待相談等に迅速に対応するため、児童福祉司及び児童心理司の増員配置するなど体制強化に取り組んでいることから、単位当たりの経費

は増加傾向にあるが、着実に「要保護児童とその家庭等への支援の充実」が図られていると考えている。

予算

8,112 4,056

5,175 1,955

工事請負費
0 0

8,801 8,647

1,825 1,275

R2

11,146 8,605 R3 予算 14,249 12,527

単位区　　分 令和元年度

5,597

624,935

111,655

令和2年度

5,104

700,581

137,261

R3

11,557 8,934

うち

一般財源

1,481


